
【都道府県用中間報告書様式】 
都道府県番号     ２７  
都道府県名    大阪府 

Ⅰ．学力向上推進地域名及び学校数、学力向上フロンティアスクール数 
 

 学力向上推進地域名 
 小学校 

（うちフロンティアスクール数）

中学校 
（うちフロンティアスクール数）

計 
（うちフロンティアスクール数）

  大阪府 
 １０３０校 
（２７校） 

４６３校 
（２０校） 

１４９３校 
（４７校） 

 
Ⅱ．学力向上推進協議会（地区協議会）の設置数及び域内の学校数 

   地区協議会名      小学校 
  （うちフロﾝティアスクール数）

    中学校 
（うちフロﾝティアスクール数）

     計 
（うちフロンティアスクール数）

 ①豊能地区協議会 
 (豊中市  池田市 箕面市  能勢町 豊能町) 

７６校 
（３校）

３４校 
（３校）

１１０校 
（６校） 

 ②三島地区協議会 
 (吹田市  高槻市 茨木市  摂津市 島本町) 

１２６校 
（４校）

５７校 
（２校）

１８３校 
（６校） 

 ③北河内地区協議会 
 (守口市 枚方市 寝屋川市 大東市  
   門真市 四條畷市 交野市) 

１４０校 
（２校）） 

６４校 
（４校） 

２０４校 
（６校） 

 ④中河内地区協議会 
 (東大阪市  八尾市 柏原市) 

９３校 
（３校）

４７校 
（２校）

１４０校 
（５校） 

 ⑤南河内地区協議会 
 (富田林市 河内長野市 藤井寺市 松原市    
羽曳野市 大阪狭山市 美原町 河南町 

  太子町､千早赤阪村) 

９０校 
（４校） 

４０校 
（２校） 

１３０校 
（６校） 

 ⑥泉北地区協議会 
 (堺市 和泉市 泉大津市 高石市 忠岡町) 

１２８校 
（５校） 

５７校 
（２校） 

１８５校 
（７校） 

 ⑦泉南地区協議会 
 (岸和田市   貝塚市 泉佐野市  泉南市 
    阪南市   熊地町 田尻町 岬町)､ 

７８校 
（４校） 

３５校 
（３校） 

  １１３校   
（７校） 

 ⑧大阪市地区協議会 
 

２９９校 
（２校）

１２９校 
（２校）

４２８校 
（４校） 

Ⅲ．都道府県教育委員会としての支援策 
（実践研究の成果の普及方策の構築、指導資料の作成 等） 

(1) 地区別協議会に対して 
 ・大阪府の共通研究課題として、一人一人の子どもの実態に応じたきめ細かな指導
  の一層の充実をめざし、少人数授業などの多様な指導形態を実践し授業改善を図
  ることと位置づけ、特に「習熟度別指導」については、フロンティアスクールが
  積極的に実践研究に取り組み、地区別協議会における授業公開などにより、どの
  ような場面（学年、教科、単元、学習活動等）で効果的であるか明らかにするよ
  う努めた。また、第七次の加配を有効に活用しながら、学校全体の指導体制を構
  築し、学級、学年、校種の壁を超えて授業改善が具現化されるよう、協議を深め
  た。 
・地区別協議会の実施については、成果の普及方策として、以下の点を工夫した。
 ・フロンティアスクールは必ず公開授業により研究報告を行うこと。   

  ・複数の地区協議会による合同開催を適宜行い、府内全域の情報交換の活性化
を図った。 

  ・フロンティアスクールの新規校が２４校あるため、継続校の２３校との取組
の進捗状況を踏まえながら、地区別協議会の実施形態を工夫した。 



  ・小学校、中学校（校種）別のフロンティアスクールによる推進協議会を適宜
開催し、校種別の課題を解決するための研究協議が深まるようにした。   

  ・地区別協議会を拠点として、日常的なフロンティアスクール間のネットワー
クづくりを推進するよう図った。 

   ・フロンティアスクール以外の学校関係者が地区協議会へ積極的に参加するよ
う推奨した。 

  ・平成１３年度より実施している「明日を拓く学校づくり」推進事業（小中連
携による基礎・基本の定着と「確かな学力」の向上をねらいとする大阪府独
自事業）のモデル中学校区に参加を呼びかけ、大阪府内における実践的研究
の交流・推進を図った。 

(2) 域内の学校（学力向上フロンティアスクール含む）に対して 
  ・フロンティアスクールを中心に学校訪問を実施し、授業参観により推進上の課題
等を明確にし、指導助言を行った。 

  ・フロンティアスクールの指定を受けていないが、着実に実践を積み重ねている学 
   校に対しては協力校として位置づけ、フロンティアスクールと同様に研究に取り 
   組む機会を与え、支援を行った。 
 ・市町村教育委員会に対するヒアリングを通して、域内の学校に対しては、地区協 
    議会への参加や取組みの提供等を行うよう指導した。 
  ・府教育センターで実施される研修会をはじめ、その他の研修会等において、フロ
  ンティアスクールが研究成果を発表する場を設け、研究成果の普及を図った。（例
  「読書の楽しさ発見フォーラム」人権教育研究協議会主催研究集会分科会「学力
  保障と授業づくり」） 
  ・フロンティアスクールのフロンティアティーチャー対象の研修会を７月１７日に 
    開催した。（講師：東京大学大学院教授 市川伸一「学ぶ意欲とスキルを育てる
  ―学習相談室の取組から―」） 
 ・ 地区別協議会の内容をホームページに掲載し、タイムリーな研究成果の普及に努
めた。 

 ・実践研究の成果の普及の方策の構築 
・地区別協議会を校種別や課題別、他地区との合同など多様な形態により適宜開催
し、フロンティアスクール間の実践研究のより一層の推進を図った。 

 ・地区別協議会に域内の学校が出席できるよう、市町村教育委員会と連携すると 
   に、原則として授業公開による具体的な実践研究の成果の普及を図った。 
 ・各地区別協議会の内容について、府教育委員会のホームページにより情報発信に
努めた。 

  
Ⅳ．学力把握のための都道府県としての取組について 

  ・全フロンティアスクールを対象に、推進上の課題及び方策を明らかにするため、府 
     独自のアンケート調査を実施。（平成１５年２月実施） 
  ・平成１５年５月、府独自の学力等実態調査を実施。結果発表平成１６年３月末予定。 
 
 
 
 
 



Ⅴ．学力向上推進協議会について 
(1)開催時期及び参加対象 
 

 （第１回）平成１５年５月６日（火）（第１回） 

（フロンティアスクール関係者、市町村教育委員会関係者） 
 （第２回）平成１６年３月２２日（月）（第２回）開催予定 
         （フロンティアスクール関係者、市町村教育委員会関係者） 

(2)協議会の主な内容等 
（第１回）第１部 

・本年度事業推進方策について 
・指導講話「一人一人を大切にした授業づくり」 
        講師：大谷女子大学 教授 西川 信廣 
第２部 
・地区別協議会の推進方策等について 
各フロンティアスクールの本年度の実施計画について 

 
（第２回）予定 
     第１部：本年度事業の成果と課題 

・フロンティアスクールからの特色ある取組事例の報告 
・指導講話「大阪府学力向上推進事業の成果と課題 
      ― 大阪府がめざす「習熟度別指導」とは － 」 
         講師：大谷女子大学 教授 西川 信廣 

         第２部：地区別協議会の成果と課題 
 ・「最終年度の研究成果の効果的普及方策について 
     各フロンティアスクールの取組 

                  各市町村教育委員会の具体的支援の明確化 

 
Ⅵ．実施計画書において示した「事業評価の実施方法・内容」とその進捗状況 

（事業評価の実施方法） 
 各フロンティアスクールにおける実践について、児童生徒の変容や効果測定に関す
る報告を義務付け、その研究成果を府内の各小・中学校に周知し、教育実践に反映さ
せていく。 
 ＜事業評価の観点と取組状況＞ 
 ① 大阪府全域が「学力推進地域」であることから課題の共有化が重要である。その
    ため、フロンティアスクールを所管しない市町村教育委員会（８市町村）の地区
  協議会への参加状況から事業評価を実施する。 
  【進捗状況】 
   府内４４全ての市町村から地区別協議会への参加を得た。また、フロンティア
  スクール以外の学校からも授業公開等の提案があったことから、課題の共有化が進め
  らたと評価している。 
 ②  フロンティアスクールの実践研究を府内の小・中学校へ普及するために、各地
区協議会の運営（回数、授業公開等）の観点から事業評価する。 



  【進捗状況】 
     全ての地区別協議会を開催するとともに、すべてのフロンティアスクール４５
校（大阪市を除く）からの授業公開の実施、他の地区協議会との合同開催など多
様な形態による開催などができたことから、府内の小・中学校への研究成果の普
及ができたと評価している。  
＜課題＞ 
 ① 第七次による加配を活用して学校内の指導体制を創意工夫し、学級、学年、校種
   の壁を超えた授業改善をより一層推進すること。特に小学校と比べて、中学校の
   教科の壁を超えた指導法に関する研究体制は十分とは言い難状況が見受けられ
   ることから、中学校の教員が小学校の授業研究に参加するなど、小・中学校の連
   携をより図った授業改善が大きな課題となっている。 
 ② 少人数授業による習熟度別指導に対する理解が十分に得られていない学校が少

なからずあるなど学校格差が生じていることから、市町村教育委員会との連携を
強固にし、フロンティアスクールの授業公開を活用するなど効果的な研究成果の
普及方策を早急に検討することが課題であると受け止めている。 

 
【地区別協議会における特色ある取組】 

  ・市町村教育委員会担当者による情報交換会を別途設け、各学校への指導助言の充 
   実を図った。（北河内、中河内、南河内、泉北、泉南地区協議会） 
  ・フロンティアスクールの新規指定と継続校の取組状況を踏まえ、成果の普及を目的
とする大規模な協議会は新規校で実施するようにした。（北河内、中河内、南河内
地区協議会） 

 ・フロンティアスクールの指定を受けていないが、着実に実践を積み重ねている学
   校に対しては、実践報告の場を提供した。（北河内、中川内、南河内、泉南地区 
   協議会） 
 ・小・中連携によるフロンティアスクールの授業公開を実施した。（泉北、泉南地区
  協議会）  
 ・他府県（広島県）の中学校の参観者と意見交流を実施した。（南河内地区協議会）
  ・取組をまとめてホームページを作成した。 
   （豊能、三島、北河内、中河内、南河内、泉北、泉南地区協議会） 
・「大阪市教育改革フォーラム」でフロンティアスクールからの取組を発表。 
                            （大阪市協議会） 

  
【特色あるフロンティアスクールの取組事例】 
② 個に応じた指導のための指導方法・指導体制の工夫改善 
     大阪市立大江小学校 
     東大阪市立長瀬北小学校 
     貝塚市立第三中学校      
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